
建築安全課

震災対策・構造指導担当

5525

番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B30
アスベスト対策推進費 土木費 建築指導費 石綿対策推進費

なし 宣言項目   

分野施策 051143 公害のない安全な地域環境の確保

１　事業の概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源
国庫支出金

決定額 25,820 12,000 13,820 6,585

前年額 19,235 10,200 9,035

平成30年度予算見積調書
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

土木管
理費

事 業
期 間

平成21年度～ 根 拠
法 令平成33年度

　社会問題化しているアスベスト飛散による健康被害を
防止し、県民が安心・安全に生活し続けられることを目
的に、民間建築物に使用されている吹付けアスベスト等
の含有調査及び除去等工事の費用の一部を補助する。

（１）事業内容
　　　民間建築物の建物所有者に対し、吹付けアスベスト等の含有調査及び除去等工事の費用の一部を補助

（２）事業計画
　　　　補助予定件数
　　　　　含有調査　　　　　22件
　　　　　除去等工事　　　　 3件（延床面積：1,000㎡以上）
　　　　　　　　　　　　　　 2件（延床面積：1,000㎡未満）

（３）事業効果
　　　アスベスト対策実施率(延べ床面積1,000㎡以上の民間建築物）
　　　平成28年度：98.7％　→　平成30年度：99.2％　(平成33年度：100％)

（４）県民・民間活力、職員のマンパワーの活用、他団体との連携状況
　　　アスベスト分析機関や設計・建設関係団体によるアスベスト対策補助制度の周知活動(平成23年度～)
　　　文書や電話等でアスベスト対策の働きかけを実施(平成24年度)
　　　職員が個別訪問し、アスベスト有無の確認・対策の働きかけを実施(平成25年度～)

　含有調査　(県10/10)事業者0
　除去等工事　(国1/3・県1/3)事業者1/3

あり
交付金に対応した県負担の1/2について特別交付税交付

（１）事業に係る人件費　9,500千円(1.0人)
（２）組織の新設、改廃及び増員　増員0名

前年との
対比

― 都市整備部 B30 ―


	予算見積調書

